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回体佑　　 ：　 鬼北肖Ｔ

ぬ営を業ま： 非適 ｆｌｌ（令１口５ 年４ Ｊ１ １日 一部 ｉ宍適ｆＢ予 定）

事業佑　　 ：　 キｙ 定丿自域生阪ｉ排水む１１事業経きｅＳ

策定年Ｊｊ　 ：　 平成 ２９ 年１ｊ

改定年ＪＩ　 ：　 令和 ４年 ３１

計画期戛　 ：　 や加 ４年ま～令加 １３ 年度

１　 経営戦略策定の経緯‾反びその趣回

鬼］｜ヒ ｍＴ特定 地域 生ほ排水Ｍミ事業 経営 浅略

鬼北ぢでは、 下水道（ぬヨ眺浄化槽）サービスの提供に必要な施設のｔ朽化に伴 う更新投資の増大や人 口減

夕に伴う 料金な人の減争等 によ り特定地域生き排水タ！珊１事業を めぐ る経営環境は年が 厳し さを増し てい ます。

この よう な中、平成２９年 １１ に「鬼ニ１ヒＦ４をｔ」き域生き排水Ｍ３１事業経営戦略」を策定 し、 特定竟域生ａ排

水ＭＳ事業が将来にわたって住民生ｇに必要な下水道サー ビス を安定的に継続するための旬、ち組みを実加ｉし

てき ました。
－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ

鬼ｊヒＩＩＩ］‘では、令加５ 年度にぬ営を業会計に移行予定であ りま す。 より ぼ細な経営戦略については、ぬ営を

業会計移行後に改定するも のと して、今回は、前回の改定から状態乖離の修止に重点を置き経営戦略を改定

します。

２　 経営戦略の‾瓜本自力 な考え方

ぞだ ］ど３

．八化率・’７そ穩１

ご施設のも朽化

つｇ営状況の分析

計画期間

１０年 経営 戦覧

Ｏ投資計画

Ｏ財政計画

Ｏ句、組方針の決定

ロー リング

５年

ＰＤＣＡ

サイ クル

り
．ｉ

誤読

Ｏ計画期間

計画期間 は、 中畏期的な視鰥で令加 ４年度（２０２２ 年度）か ら令ｊＦ口１３年度（２０ ３１ 年度）の １０ 年笥に鼈定

していま す。

○収支均衡

財政計画 （投資計画・ 財政計画等） は、 将来予定 して いる 事業 をえふんだ上で収益的収支 にお ける 純利益

が黒字になる よう に計画しています。
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３事業の現況

鬼ｔ ｌＴ特定 ｊき域生ほ排水処ミ事 業。土＾戦略

（１）人 口と 水洗化率

肖Ｆの人 口は、国 立社会イＲ障 ・人 口間題研究所によ る推計で は、 令ｊＦ口 ３年度末 ９， ６１０人 から 令うＦ口 １２ 年度末

には ８， ０３９人 とな る見巫みです。

令和 ２年度末にお ける 特定鳬瘋生活排水処を事業での汚水処ミ人口 は１ ，３ ９２ 人で、汚水処ミ人 口普及率は

１４．９４ヅ）、 個人で設置したも のを合め ると ３８．９７％ となっており ます。

農業集落排水本業の区域ＦちＪ処を人口 も加える とぢＦ大Ｊの汚水処を人口徹攷率は ６０．９４％ となっており ます。

（２）特定地域生活排水処ｊｌ施設

Ｍｊ　ｐｌｉｒの事業麭、、 平成 １５ 年度 に｜ 日日 き村、平成１６年度に ｜日 ぶｊｌヌＴで‾莓業を 回縦 し、 ＩｌｌＴｒが 実施圭体 とな り住

七等への合併夕１！ｆ Ｓ１浄化槽をき備 して きま した。平成２８年度ま でに 下水道｜ヌ：域‾ｋび農業集落排水 区域の一部

が廃止と なり 、特定地埴生活排水夕！き 【Ｘ域に続合 され、事業エ リア の拡大を行っ てい ます。

現在の整備済みの合併夕ａｊｌ浄化槽（ｍＴ設置型） は令和３ 年度未見ｊふみで ６５６基です。内訳と して、人槽ＺＩ」

では ５人槽３８４ 基、 ７人槽２１６　ＪＩ 、１０人棔５３基、１４人槽２　‾鳬、１８人槽１ ‾毟とな っており 、ｔＫ５１１』では耻

永丿吏【Ｘ　１９５　ＪＩ、好藤ｔＥＫ　８２　ＪＩ、受胎ｔＫ９６ＪＩ、 泉地【Ｘ　５２　ｔ、 ミ島ま区 ７６　ＪＩ、日 吉ｊｔ【Ｘ： １５ ５　ぶと なって

おり ます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。

過去 ５年笥のａ置Ｊぶ数は平成 ２８ 年度 ２７　ＪＩ 、平成２９年度２９　ＪＩ 、平成３０年度２ ７ｊ从、 令秘サヒえ年度２６　ＪＩ、

令和 ２年度２１基で、 令皋］３ 年度は２２基のを備を 見ｊきんでい ます。

（３）災害・ たａ管ｊｌが策

災害 が発生した場合は、被災し た施設の特定を行 い、 応急筧策 を実施す る必Ｓが あり ます。そ のた め、 Ｕｉ

ｌｌ］‘では災害に筒する予防八び復｜日を含めた事業継統計画（ＢＣ Ｐ）を策定し、危機管珂１体鼈の確ををまめてい

ます。

（４）特定竟域生ｇ４リＦ水処塔１事業のＲ営

使芹｜料は， 設置している浄化槽を使用 している人数によって定めています。（次表参照）

使用料の料金体系 （１ ｙＶ气た りの使用料）

一般家庭使ＪＩ］ 料体系の概要 ・考 え方　　世帯割の １， ９８０　Ｆ９　と世帯人数ｘ ６６ ０　Ｐｊ の合計

その他のｔｊＨ料Ｗ鼻の概・・ 考え力　　 集会ｉヲｉは定額 １， ９８０　Ｐヨ

条肖上の使万］料※１　　　　　　平成 ３０ 年度　３， ８６０　Ｆ９　 実質自４Ｊなイ吏ＭＩ れ；Ｓ１ ２　　平成 ３０ 年度　１， ７６ １　ＰＩ
令１口元年

（２０　ｎｆ あた り）　 ３， ８６０　Ｆ９ ［９ ｊ］ まで）　　　（２０　ｎｆあた り）　 令勦元年度　 １， ７８７　Ｆヨ

※ａま３ 年度分を２載　　　　　３・ ９６０　ＦＩ　（１０　ＪＩ　ぶ降）　 ※過ま３年度分をＥ載
令和 ２年度　 ３， ９６ ０　Ｐヨ　　　　　　　　　　　　　 令加 ２年度　 １， ８１ ８　Ｆ］
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祖織

職員数 ３名

鬼ｔｍＴ特定ｔな生活排水ぬミ事業経営戦略

浄化梧事業に 関す る業務は １名 で実施

鬼匹葆境保兔氛　環境衛圭び

本業運営組織等　　 農業集落排水本業特別会計　　な傴浄化棔等を備推進本業特

１名

民間活力 の活用等

ア　 Ｒ間委託 （包 き白タＪ 民間香託 を含 む）

民間ほ用の状況　　 イ　 指定管ミ考鼈度

ウ　 ＰＰＰ／ＰＦＩ※３

了　エネルギー利万１

（下水熱 ・下水汚だ・ 見な等） ※４

資産ほ万１の状況

イ　 土地 ・施設等利鳬

（未利ｍ 土地 ・施設の加ＮＸ等）奈５

別会計

１名

その他

１名

維持管ミ （８ 地区）を 民間委託 して いま す。

現在のと ころ 予定はあ りま せん。

現在のと ころ予定はあ りま せんｏ

現在 のと ころ 予定 はあ りま せん。

個人のｑＥ１１Ｆタ９ に浄化槽 をぢが設置し てい るた

め、 該肖 しま せん。

※１　条イ鴈上のま用蓊とは、一般家庭におけ る２０ｊ肖り の使夕日 料をいう。

※２　実質 白４Ｊな使用 料と は、 使篦料収大の合計 を有鼈水ｔの合牡 で除 しか値に ２０ 斌を乗じ たも の（家庭篦の みで はなく

業務 只１ を含 む） をい う。

※３　 「ＰＰＰ／ＰＦＩ」と は、 ぬ共施鼈等のＳＲ、維寰管理、 ミ営等をＲ間の資金、 経営鼈力Ｒび技縦白ち・力を恬ｙ目 し行 う新

しい 手法 です。

※４　 「エネルギー利１１」 とは、下水道汚ミ、下水熱等、 下水道享楽の実施に伴い生 じる資源 （資まを含む）を用いた鼈

大につな がる 取り 組みを指す。

※５　 「土地・ 施鼈等利芹」 」と は、 土竟ヽ嵬物等、下水道本業の実施に不‾覡欠な資まを篦いた、 収入増につながるおり祖

みを 指す （単純な 売ガ は翳く）。
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４　 人口動態と事業環境

鬼北ｍＴ特定地域生活排水処ミ　 業経営戦略

（１）過宍か ら現在ま での状況

鬼ｔ ｌＨＴ内 の総人口 、ゼ：帯数八び１　ｔＵ：帯 あた りの 人数 は下記の とお り推参してい ます。

総人 口は減タイぽｉ［ｉｌｉ］ が続いており 、世帯数について は、 １９８０ 年か ら２００５年の国勢調まま で横ばいある いは

増加 し、 ２０ １０ 年な降減夕しています。１ ｔ帯ちた りの人数が減夕してい るこ とか ら、 核家族化や、 単身ｔＵニ帯

の増加により ｍ帯数が増加 した ものの、 その後の人口 の減夕と とも にせ帯数も減夕してい るも のと 考え られ

ます。

年

総人口

世帯数

１９８０

１５ ，６ ０２人

４，６４９戸

１ｔ帯自 たり の人数　 １　 ３． ３６人

１９８５

１４，９７０人

４，６３３戸

３．３２人

１９９０

１４，１７４人

４， ６２４戸

３．０７人

１９９５

１３，７０６人

４， ７３５戸

２．８９人

２０００

１３ ，０ ８０人

４， ９０８戸

２． ６７人

２００５

１２，４３２人

４， ９４１戸

２．５２人

２０ １０

１１，６３３人

４，８０１戸

２． ４２ 人，

２０ １５

１０ ，７０５人

４， ６１４戸

２． ３２人

２０２０

９， ６８２人

４， ３４６戸

２．２３人

（２）将来の事業環境

使用 人数 と料金収入の 予測 につ いて

特定ま域生活排水処ミ事業で浄化槽を整備した地域におして、 使用人数 と使用料金の予測を実施しまし た。
使用 人数 は、 国さ社会保障 ・人 口問題研究所 によ る将来推計人 口の推定値‾乱び、新たに設置 され る浄化槽

使Ｗ。１者の増加を考慮して予測しています。

使Ｊヨ日料は、現在の料金体系で、 使用人数八び世帯数が変動する ものとして予測しています。

年ＭのをＪ≡ｒｌ 皐４な人とイ吏ｍ人数

イ吏 丿目 オ牡 万Ｆ９）

Ｒ２　 Ｒ３　 Ｒ４　 Ｒ５　 Ｒ６　 Ｒ７　 Ｒ８　 Ｒｇ　 Ｒ１０　Ｒ１１　 Ｒ１２　Ｒ１３

４Ｃｘｌｏ

３５００

３０００

澀
Ｅ

噐
。

２
２

１
１

Ｒ２　 Ｒ３　 Ｒ４　 ＲＳ　 Ｒ６　 Ｒ７　 Ｒ８　 Ｒｇ　 Ｒ１０　Ｒ１１　 Ｒ１ ２　Ｒ１３

ま月ｌ入社（ 人ｊ

２５００

２０００

○
　
○

一
一

一
　
ｉ
一
　
ｉ
一

１
　

１
　

５
　
０

使ｍ料

Ｉ　 入社

○有収水量について

有収水：Ｒの予測について は、 使用人数が増えれば回様に増加する もの とＭＥ１ われます。現在の使ｊＨ人数によ

る科白体系では有収水ｔの予測は岑し篦料の算定に影響はあり ませんが、上水道事業 と統合し料金体系を上水

道の使用料に応じて徴収する従量方式に変更する こと を検討する際には、有収水量の将来的な見回 しも含め

て検討してい くあ要があり ます。

Ｄ施設の見通し

令和 ３年度か ら令和７ 年度 まで毎年 ３３ 基の合併処ミ浄化槽の整備 を計画し てい ます。八後の計画 も汚水

処を人口 未普及の解消 とな るよ う毎年３３基前後の設置を 目指 していき ます。

４



５

Ｏ組織の見通し

職員数

事業ミ営組織等

５投資・ 財政計画

年

区　　９

収
益

酌
収
入皎

　

ａ
的

度

２ネ

農業集嘉排水四Ｘ

Ｒ年度　 Ｒ２年度

（決 算） （決 Ｓ）

Ｒ３年度

東北ｌＴ特定地域生活排水処３１事業経営戦略

浄化槽事業に関する業務は １兔で実施

鬼牝牡下水道事業

１名　　　　　　　　 公共浄化槽部 門　　 １名

Ｓ
ａ

入
０

Ｉ
ａ

益
益
　

益
付

収
収
　
畋

脱

収
　
搴

゛
Ｉ

エ
リ

Ｘ
　

Ｒ
の
衆

抖
受

営
ア

イ
　
営

ａ
一

〇
　
　
　
９

イそ

（１）営

｀
″

Ｃ

収
益

的
叉
出

叙
　
支

３

哭
案

的
収
入

資
　

本
　
的

資
本

的
Ｘ
出

収
支

り
　
　

ａ
４

Ｓ
ｅ

乃
　
０

ぐ
　
　
　

ぐ
　

く
ぐ
　
Ｉ

収
辺
地

ア耻

イ　そ

ア叉

イそ

拿

Ｓ
、

搴
　

塞
暁

定
１

圃
　

・
よ

そ
瓷
廸

地
　
他

り
Ｓ
Ｑ

方

の

粭
ゝ
の

ち

員

払
－

の

的

方

恚

座　亮

県

伎

負
の
　
改

的

戮

價

羮

与

利

（４）

吹

Ｓ

却

他

用
羮

ｌ
‘
’
‘

’
ｌ
一
一

一
り

ａ
ａ

く入
　
ｔ

伐 金

ｉ
ｌ
｛
一

一
ｉ

出

担
　
　
良

支

遠

会１十

会　 計　 へ　 の　縷

の

ａ　　 収支苙

収支 ｌｋ　ｔ

―
－

９
５

１１ 年ま から の鴾 Ｓ盍

奪

影　 式　 餃　叉

年　 へＩｌｋ

Ｚ　 貿　 収　 支意

（Ｎｙ匐３

赤　 字　 比窗（

収益 的叙 叉比 Ｓ（

（Ｆｊ－（（ヨ）

（ｅ４（０

金Ｏｉ）

ｌ
ａ

の
Ｑ

出

（Ｊｙ－０くＭＱ４１）

ぺき宍

（Ｑ）

掌

掌

ＸＩ ＣＸ３

Ｑ
　

９
０
一
四

９
Ｉ

Ｃぺ）χｘｇ５　ｊ

３３ ．Ｓ８１

２３９３

２３ ．３６１

４Ｓ２

１０．１ ＱＳ

１０．１ ２８

２７ｊｌ９

２Ｓ ，Ｓ ７Ｓ

２５ ．８７ｅ

ｌ．ＳＨ

Ｉ，５Ｈ

１５Ｈ

６．５３９

２き ．１ ３３

１１，

４ｊＳ６

Ｓ７６４

９．６Ｓ３

３４．７４１

２８ｊ３３

４，０４１

６．６０ｅ

ム６．６０Ｓ

ム１６

□

決奠　 Ｒ４年度　 ＦＳ年度　 Ｒ６年度

３５ ．１ ９ｅ　 ３７ ，７０７　 ４２．１ ３７　 ３Ｓ ．７４８

２４ｊ５４　 ２５．６０Ｓ　 ９７ｊ　１６　 ２７．５Ｓ３

２４４３４　 ２Ｓ．３１６　 ２６．９９４　 ２７．９１

ＩＳ

ＩＱ５４４

Ｓｊ４４

ＳＳ

２８４２４

２６．Ｓ Ｓ４

２ａ ９８４

１４４０

１．４４０

１．４４０

６． ７７４

２１ ．４ ３３

７， ７（Ｘ３

５． １（Ｓ

６．８９

１， ７３９

Ｓ
９

９
４

Ｕ
り

５
９

２
２

０

２９２

１Ｑ ．ＣＳ９

９、６９９

２． ４ＣＸ）

２９ ７１Ｓ

９． ３３Ｓ

２９ ｊ３９

Ｘ　０

１．３８０

１．３８０

７．９ａＳ

２４．２４３

８．８ＣＸ］

２９２

１５，０９１

９．９２１

５ｊ （Ｘ３

３４４３１

３３ ，０Ｓ８

３３．０ＳＳ

ｌｊ ４３

り４３

１３４３

７７ＣＳ

３吸６１３

１３．８ ＣＸ３

２Ｓ２

１１ ｊ６５

１０．５６５

６００

３１ ．ＣＳ９

２９ ，７５３

２９ 、７５３

１ｊ６６

１ｊ６６

１．２６６

７７２９

３４ 、６ １３

１３ ．Ｓ００

３Ｓ．５ ７８

２ａ ２５７

２７ ，９６５

９２

１１ ，１２１

１１ ９２１

３１ （Ｘ３１

２９ ，８ １４

２Ｓ，８ １４

１１Ｓ７

１， １Ｓ７

１１Ｓ６

Ｓ５７７

３４ ６１３

１３，

５， １ｅ Ｓ　 Ｓ．７９　 ５． ７９ ９　 ５， ７２Ｓ

７．Ｓ１７

Ｑ．４３７

３９ ．２２９

２４ ，２４３

４６３ａ

７，９Ｓ６

ｌｔ２２４

２，８６０

４２ｊＣＳ

３４６１３

５．６６１

７ｊ ９９

なり４　 ａｌ．９ｅ６　ム

２７　　　２

３
３
Ｓ

８
　

０
０
０

２
　

３
３
３

７．６９２

１４

９
　

ｇ
ｇ
ｇ

Ｓｇ Ｓ５　 １ＣＸ） ｆＳ　 ＩＣｘｌｌ２　 １（Ｘ３Ｓ

１２ ．？１４

２，Ｓ６０

４２ ．３５６

ａ４ ．６１３

５．６６１

７．７４３

１　 ２１

２． Ｓ６

４３ ，１９

３４．６１３

５． ６６１

８， ５７７

ム７ ，７４３ ム８ ，５ ７７

４
　

４
　

０
０
０

１
　

４
　

３
３
３

ム

９９ Ｓ６ ＩＣＸ］

Ｒ７年度　 Ｆｉ席ま　 Ｒ９年度　 Ｆｌ ａ年度　 Ｆ１ １年度Ｒ１２年度　 Ｓ３年農

４１μ３３　 ４２ｊ２５　 ４３．１ ２Ｓ　 ４４．０３８　 ４５，１ ０４　 ４６ｊＳ６　 ４６，Ｓ５３

２り４２　 ３０ｊＭ １　 ３１ ．４８５　 ３３．ＣＳ４　 ３３ｊ２９　 ３５ｊｇｅ　 ３５．７ ７３

２９，０５０　 ３０．６１９　 ３１ ，１ ９３　 Ｓ２．７６２　 ３３ぶ１３７　 ３４ｊ０６　 ３Ｓ，４ａｌ

９９２　　 ２９ ９　　 ２９９　　 ２９２　　 ２９２　　 ２Ｓ ２　　 ２９２

Ｈｊ９１　 １１ ぷ　　 １１ ｊ４３　 １０．９９４　 １１ ，４７Ｓ　 １０ｊＳａ　 ｉＱ７ＳＯ‘

１１ ９１　 １１ ぷ　　 １１　 ４３　 １０．９ｅ４　 １１ ，４７５　 １０ ．１ ＳＳ　 １　 ７ＳＯ

３　９ａ　 ３３ ４０３　 ３　６ＣＸ２　 ３５　　 ３６ ．９ ９７　 ３Ｓ ．１ ９３　 ３９　Ｓ６

３１ ヵ９７　 ３２Ｊ　 ３ａ．６６３　 ３４．９４４　 ３り９　 ３７ｊ１ ２　 ３８．７９５

３１ 、０９７

１１ ０４

ｌｊ ０４

１１ （Ｓ

８ｊ３２

３４６１３

１３ｊＣＸ〕

５，７２９

ｘ　ｔ１４

９６０

４×４４６

３４ｊ１３

５．６６１

８．Ｓ３２

Ｓ２ぶ

１戉３

１９３

１　２

ｔ　゛１

３４．６１３

１３、

５，７２Ｓ

１２ ．２゛１

９．Ｓ６

４３ ．４３５

３４ｊ１３

５ｊ６１

Ｓぶ２

ｔ
”
ぶ

で
こ
ぷ
ゆ８ ａ］

５．７９

１　 ２２４

９６０

４３．１ ３９

３４．６ １３

５６６１

Ｓｊ ２６

１２ ，８（Ｘ３

５．７２９

１２ ２２４

２ぶ６０

４２ ．ＳＳＯ

ａ４．６１３

５６６１

８．２３７

″
Ｚ

ｍ
　
’
一

万
作
　
’
一

９
　
　
　
　

７
Ｍ

ｎ
　
Ｓ

ご
Ｓ
　
ぷ
’
一
　
’
一

９
　
　
　
　

７
Ｍ

．
９
　
５

９
９

９
９
　

叭
９

Ｓ
　

｀
’

１
；

ご
ｍ
り

ＩＺ２１４

２．８６０

４Ｚ７２０

３４６１３

５，６６１

ｅ．１０７

ｈｔｔｐ：／／ｗ

ｗｗ．８
．ｃｏｍ ４１１ａｌ．た１ＭＳ

ｇ
　

ｇ
匐
ｇ

ＩＣＸ３ａ〕 １００

Ｏ
　

ｇ
　

Ｓ
Ｓ
Ｓ

ｌａ３ａ

０
　

０
　

０
０
０

３
　

３
３
３

１００ａ３

０
　

９
　

ｇ
Ｓ
Ｚ

ＩＱＤｆｘ３

１２．２２４

２．Ｓ６０

４１ ｊ０６

３４ ，６１３

５６６１

７ｊ ９な

３
０
　

０
　

０
０
０

９
　
　

３
　

３
３
３

りム

１　 ２２４

ｔ８ ６０

４１ ．７ ＳＯ

３４．６ １３

５６６１

７． １６７

Ａ７．１ ６７

Ｏ
　
ｇ

９
Ｓ
Ｓ

１００１１０　 １ａ］Ｓ

４万財政ａ乖奸やＳＩＳ彙Ｓ１ ４に より 算定 した
ｉ　　 ｔ　　 の　　 Ｆ　　 ｌ　　 ａ９
営Ｓ 収益 一受 託工 察収 益（１３トＱＣ） （Ｓｊ　 ２３ｊ５３　 ９４６５４　 ２５，６０Ｓ　 ２７．１ １６　 ２７．５Ｓ３　 ２Ｓ，２５７　 ２９ｊ４２　 ３０，９１１　 ３１ ，４８５　 ３３．（Ｓ４　 ３３，６２９　 ３６ｊｇＳ　 ３５，７ ７３
地方 財政 法に

（叭）ノ（Ｓ）ｘ １０φ
｀　　 不　　　　　 ｌ！　　｀

Ｓ全化法施行常男１６ 条により算定 した
の　 不　 足　顫

仙全 化法施行規則第６乱に規Ｚ ｉる
Ｓ　　　　 ｀　　不

儲全化法笳ｌｉ令第１ ７梟によりＳ定した

察

麹ｌ ｔ汰 芻２２ｔ によ りｈ ｔｔｐ：

／／
ｗｗ

ｗ．。空
１　 会　十

地　　 屶　　 佚　　残

○

年

区　　分

収益 的収 支９

政志 的収 叉分

推
壅笞

ち
ち

ら

ｔ
Ｓ
　
゛

（Ｔ）

ＱＪ）

ぐめ

／（Ｖｇ ｘ１０の

（Ｘ）Ｉ Ｑ７ ，７９９　 １２ ７ｊ ａ３　 １３１．Ｃｉ ３　 １３ Ｓ．４６４　 １４６，７Ｓ ７　 １５ ２， １９ ６　 １５ ８，９６９　 １６４，１６ ９　 １７ Ｑ４Ｊ３　 １７６ｊｅ０　 １８ ３．３６１

繪

外讀 入金

１９０，６４ ９　 １９ ７ｊ ７４

鬣ヽこ

Ｆ１ 年貭　 Ｒ２年度　 Ｒ３年ａ

（決 慍） （決 算） 決１１　Ｒ４年度　Ｆ・年度　ＲＳ年ま　Ｒ７年・　Ｆｉ１年度　 ＲＳ年度　ＲＯ年度　Ｆｉ １年度Ｒ１２年度 Ｆ１ ３年度
２．（Ｘ３９

２．（ｘｌ９

１１ｊ０５

｀　　　 唯　　　　　　 ８ｎ９

うち 笞Ｓ 外ｌｌ入 金　 ４．６Ｓ６

２，ＳＳ７　 １．７１３

２ｅ９７　 １．７１３

１１ ．Ｓ Ｓ３

６．７４７

５， １ＣＳ

１４

１３ ，１ ７５

７９８６

５，１８９

１４９

ｌｊ９

１ｊ９

１３ ，４ ２１

７ｊｇｔ

５．７２９

２ｊ２９

２．ａ２２

１３ ．４７２

７７４３

５．７２９

９， ７４４

１７４４

１４ ３０６

８． ５７７

５． ７２９

９５３

５９

１４５６１

ｅ８ａ２

Ｓ．７９

２，４Ｓ２

２４９２

１４９１

ｔ　゛１

５，７２９

３．１１７

３．１１７

１４２５５

Ｓ５２６

５，７２９

２， ７４７

２．７４７

１３ ．９６６

Ｓ２３７

５．７２９

１　１

ａ３６ｅ

Ｕ９

１３．Ｓ ３６

ｅ．１０７

５．７２９

１７

２ｊＳ５

２ｊ９５

１２ ．９２２

７ｊ ９３

５．７２９

３ｊ １３

３ｊ １３

１９．８ ９６

７ｊ ６７

５，７２９



６　 今後 の取組方針

鬼ｔ ｍＴ特定地域生ほ排水処ミ事業経営戦略

（１）支ｍのＪｊｉ］執

浄化槽の点検業務や清掃義務については、コ ンプライ アンスを遵守した うえで、 サービス水準を維持しつ

つも コス トダウンがＦｒｔな経費について積極的に節減に努めます。ま た、 経年によ る浄化槽 （ブ ロワー・放

流ポンプを含む） ま繕費Ｊ干１増加はＳけられないと 見ていますが、適ｉＥな維翕管ｊｌ と４！期の笥応に より 、修繕

費の増加を極力抑えていき ます。

（２）を業経営体制の確立と経営の可視化

事業を安定的かつ継続白示こまめるため、令ね５ 年度にぬ営を業会計に移行する予定としてお ります。 また、

イ吏用者の方々の視点に立ち、 経営の透慝性を確保するため、 Ｆホームページ等を活用した、 わかりやすい情

報発信をむがけ、 「特定地嵬生恬排水処ミ事業の見えるイヒ」 を進めます。

（３）安定した汚水たを機能の確縦

安定 した汚水がｌ機饂の確Ｗこ を実現するた め、 毎年度、 計画的な点検 ・修繕を実施 しま す。

（４）効率白々Ｊ な祖獵体制の構築

将来的に下水道事業と 上水道事業の組織統合を図 るこ とで、習、方の効率的な事業経営を 目指 します。 なお、

組織統合によ り経ミ・ 料金収納等におけ る族亟事務の処ミ効率が高まる こと や、 受付窓口 の一元化によ って

迅速かつ利便性が高いサービスのを供がｊＴ能と なり ＦＲサービス の『鴆上が期待されます。

（５）事後　 証・ 更新等

牡圃の策定で終わ りではな く、 毎年度の進捗状況 （モニク リン グ） を行 うと とも に、 ５年ごと にえ直し （ロ

ーリ ング）を実施する こと でＰＤＣＡサイク ルを働かせま す。

６


